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基調提案

	１　はじめに
	　よりよい価値と確かな知識を求める生徒の育成をめざした社会科教育のあり方

ー知識形成の過程をふり返りながら，新たな学びを創造する授業構想と展開を通してー

　これは、我々、山口県中学校教育研究会社会科部が掲げる研究主題・副主題です。

　社会科は、社会的事象の多面的・多角的な考察を通して、学力を向上させることをねらいとした教科です。

　研究主題に「確かな知識」をあげたのは，我々社会科教師が授業を行う際，これまで我々がとらえてきた知識に対する理解が、あまりにも曖昧であり、かつ、教員によって、そのとらえ方に違いがあったからです。

　また、近年、学力低下の問題が大きな問題となっています。本当に、学力低下なる現象が成立し、進行していると仮定した時、その背後に我々教師の知識に対する認識の不十分さがあることを否定することは難しいでしょう。

　社会科に限らず、全ての教科における学習の成果は、知識という形で定着していきます。技能すら、知識に置き換えることも可能です。子どもたちの学力を伸ばすためには、「知識とは何か」というテーマに、正面から向き合う必要がある、そのような想いから設定した研究主題です。

　現時点で、「確かな知識」について明らかにするするため、我々は、次のように「知識」を分けることが必要であると考えています。

・価値的知識

・マニュアル的知識

・定義的知識

・事実を共有するための知識
　価値的知識は，社会的事象を考察した結果，形成された個人の主観に基づいた知識のことです。基本的には，社会的事象に対する個人の解釈や，通説，定説をいいます。社会科がめざす民主的，平和的な国家・社会の在りように関する認識も，当然、この価値的知識の中に含みます。

　本研究では，時代観、地域観、人生観などといった世界観にふれることが多くありますが、これらもまた，価値的知識としてとらえていくべきでしょう。

　この価値的知識の中には、基本的人権の意義や平和の大切さなど、他者と共有すべきものもあれば、その人固有の信念など、個別なものもあります。授業においては、主に前者を扱います。この価値的知識は、学習の結果、形成されるものであるという印象が強いので、これを積極的に授業で取り上げることを躊躇する教師が多いことも事実です。子どもたちの学力が低下する原因の一つに、このような子どもたちの主観を扱うことなく、断片的な知識ばかり問題にしていることがあることは間違いありません。

　マニュアル的知識は，生き方や学び方に関する知識のことです。学び方というと、社会的事象を考察するための視点やスキル、あるいは、情報源などをイメージしがちですが、我々は、一つの学びが始まり、一応の結論に達するまでの流れに関するものまで、含めてとらえるべきであると考えています。なぜなら、単なるスキルや学び方を獲得させるだけでは、価値的知識をつくりあげることは難しいし、ここまで高めておかないと、子どもたちに次なる学習へと転移する力を身に付けさせたことにはならないからです。

　価値的知識が，学習活動の結果として形成される知識であるのに対して，このマニュアル的知識は，知識形成の過程を方法面から支える知識であるとともに、学んできた過程をふり返ることによって初めて、子どもたちに意識される知識でもあります。

　我々は、地理的分野では「地域調査」、歴史的分野では「時代調査」、公民的分野では「市場調査」という単元を提案しますが、これもマニュアル的知識の一つです。
　定義的知識は，社会科学習を進めていく上で必要となる約束事，決まり事に近い社会的事象や概念に関する知識を指します。社会科の各分野で活用する資料の類型、概念の意味、社会的事象に関する内容などが、それに入ります。

　地理的分野で農業を学習する際、「かんがい」という概念の定義が分かっていなかったり、歴史的分野の近現代の学習で、「帝国主義」の定義が理解できていなかったりすると、学習が成立しないことは、容易にご想像いただけると思います。

　そもそも社会的事象に関する知識は、全て解釈であり，永久に普遍で固定的なものは何もないと言っても過言ではありません。その意味では、定義的知識などと呼びながら、事象の解釈を固定するなど、ほとんど意味がないことのように思えます。しかし、集団思考の形態をとって、一人一人の子どもたちの認識を深め、確かな知識を獲得させるためには、一時的に解釈を固定し、子ども同士のかかわりを演出しないと、子どもたちの認識には、何の変容も起きません。

　図に示したように，定義的知識とは，価値的知識と事実を共有するための知識との間に存在し、授業における当面の目標となります。

　事実を共有するための知識とは，社会的事象の内容をとらえるために必要な最低限の知識であり、社会的事象に対する考察を始めるきっかけとなるための知識をいいます。

　この知識は、さらに、「事実を認識するための知識」と「約束としての知識」の二つに分けてとらえています。前者は、社会的事象の名称、事実としてのその事象の内容に関する知識を指します。いつ、どこで、どのようなことが起こったかということは、授業の前半で共有すべき最低限の情報です。後者は、地名、年代、緯度・経度、地図記号などの約束事に関する知識を指します。

　我々は、当初、これらを断片的知識と呼んできました。社会科教師の中には、これら断片的知識こそ、子どもたちに獲得させるべき、最も重要な知識であるととらえ、これらをどれだけ獲得させたかで、一喜一憂する者が多かったことも確かです。

　以上、我々は、これら四つの知識が、意味をもって関連し、成立している知識のみを「確かな知識」と考えています。

　今回、我々が、このように考えたのも、まず、我々教師自身が知識のとらえ方を広げることなしに、学力の向上はおろか、授業の改善を進めることは難しいと判断したからです。マニュアル的知識との関連がないと確かな知識と呼ぶことができないことにしているのも、授業改善を促すためです。

　当然のことながら、マニュアル的知識に関する理論の形成は、全体的に遅れており、今後、これを確立していくことが、我々教師の急務と言えるでしょう。本大会の要項にお示しした指導案にもこれら四つの知識の構成表を付けております。

　我々が提案する山口プランの背景には、このような知識に対する理解があります。

　ここにお集まりのみなさんの中には、「山口プラン」と聞いて、山口県オリジナルの３年間の社会科年間指導計画を想像された方も多いのではないでしょうか。しかし、我々が考えている「山口プラン」は、形にこだわりません。

　「山口プラン」は、決して奇をてらったものではなく、これまでの社会科教育の研究の成果の上に、本来あるべき姿を模索し続ける過程を表現したものとお考えください。もちろん、学習指導要領を補完し、それを具現化することも、その目的の一つに入ります。

　「山口プラン」をご説明する前に、その前提である学習指導要領について触れたいと思います。

　我々は、現行の学習指導要領を社会科至上最高のカリキュラム論であると考えています。現行の学習指導要領は、経験主義と系統主義のバランスが見事に図られています。指摘される多少の問題点は、授業時数との兼ね合いから生じた物理的なものと、とらえるべきでしょう。

　例えば、

· 学び方を学習内容に位置づけることによって、内容知と方法知の一体化を図ったこと

· 大観という学習活動を位置づけ、理解の構造を具体的に提案したこと

· 分野の特性を考慮した内容構成を図ったこと

などは、現行の学習指導要領の特筆すべき点です。

　山口プランの研究に着手した時期は、現行の学習指導要領の骨格が明らかになった頃と重なっています。我々は、この学習指導要領の趣旨に惚れ込み、それを実現することができなければ、それは現場を預かる教師の問題であるとの信念のもと、研究を進めてきました。

　しかし、学習指導要領は、一つのメディアであり、その表現力には限界があります。例えば、歴史的分野の通史のように、内容は明記されていても、方法が曖昧となっている大項目があります。そこで、我々は、これを「時代調査」という形で、曖昧となっている方法を具体的に提案しました。これは、一つの時代をとらえるために必要な視点という形の提案となっています。

　また、身近な地域の歴史のように、方法は言及されていても、内容が曖昧な大項目があります。そこで、我々は、「事象」「時代」「かかわりのある人物・集団」「地域社会」「他地域との結びつき」の五つを具体的に内容として提案します。地域によって異なった素材を取り上げても、これら五つの内容だけはおさえることによって、学習が成立したと考えたいのです。

　このように、現時点における山口プランは、固有で独立したものではなく、「地域調査に関する山口プラン」「課題解決的学習に関する山口プラン」というようにとらえていただいた方が、理解が容易となるでしょう。もちろん、研究を続け、このプランを山口県独自のものに高めていくという野心は捨てていません。

　先ほど説明した確かな知識や研究紀要で何度も登場させている四つの学力は、学習指導要領の趣旨をさらに発展させるという意味があります。今後とも研究を続け、これらを柱に、独自のカリキュラムへと高めていくつもりです。

　研究を進めるにあたって、我々は、

・カリキュラム　

· 学力と評価　　

・授業構成
・メディアと学習
からなる四つの部会を設定しました。

　カリキュラム部会を設けてはおりますが、これら四部会の提案をあわせて一つのカリキュラム論だとお考えください。これら四部会の関係を説明すると、次のようになります。

　メディアと学習部会の守備範囲が広いことに驚かれた方も多いと思います。メディアというと、情報を伝えるための媒体をイメージしがちです。辞書的にはそれで結構ですが、我々は媒体にのせて運ばれる情報そのものを「メディア」と呼んでいるのです。新聞でいえば「記事」、小説でいえば「物語」を、メディアと呼ぶことになるのです。　　

　この発想の背景には、社会科は、断片的な知識を覚えるだけでなく、社会的事象を考察することを通して形成した知識を表現させるところまで、受けもつのが社会科であるという強い思いがあります。社会的事象の考察を一つのメディアの形態を借りながら表現する学習、我々は、これを「メディア目標論」と呼んで、本研究の最も基本的なコンセプトとして位置づけました。

　社会科とは、本来、社会的事象を考察し、その成果をまとめていくという非常にシンプルな営みの繰り返しの中に成立する教科です。このことが疎かになった時に、学力低下が始まったと考えています。世間の論調は、現行の学習指導要領の実施を、その始まりととらえがちです。しかし、大人が子どもから社会体験の機会を奪い、受験学力の獲得こそ教育であると信じ始めた時から、少なくとも社会科の学力低下は始まっているのです。子どもたちの学力向上にはもっと地道な努力が必要なのです。

　つまり、メディアを創ることは、知識を創造することであり、我々が研究主題に掲げる「確かな知識」と「よりよい価値」を求める生徒を育てることなのです。

　当然のことながら、次に守備範囲が広いのが、カリキュラム部会です。社会科に限らず、カリキュラムは、常に二つの相反する概念の間に成立します。例えば、「基礎・基本」と呼ばれることが多い学習内容を獲得させようとする画一化・共有化という概念と、一人一人の子どもたちの人格を形成させるという個別化・個性化という概念の対立は、その最たるものです。

　日本では、これまで、この矛盾の相克の中で悩むことを避けるように、二者択一的にどちらかに選択しようとすることで、負担を軽減してきました。

　山口プランでは、この問題に対して多少なりとも提案を試みております。

　カリキュラム部会では、これまで社会科の世界で提案されてきた様々な授業を、次の三つに整理しました。

・課題解決的学習

・体験的学習

・系統的学習　です。

　これらは、内容と方法の両立、体験と認識形成の両立、あるいは知識の相互関連の見直しに挑戦したものです。

　我々の研究は、まだ諸についたばかりで、問題点や課題ばかりが浮き彫りになっているのが現状です。地域調査と系統地理との関連、通史学習の本来のあり方、学び方の位置づけなど、まだ形にこそしていませんが、今後、提案していきたい内容の一つです。現時点での提案ですが、明日の公開授業では、社会的事象の類型化、あるいは地域調査、時代調査に代表される学び方の提案などを行い、社会科における「系統的学習」の可能性にチャレンジしていきます。

　６年間に及ぶ全中社山口大会の準備期間において、我々を最も成長させたのが、評価研究でした。ただし、あまりにも奥の深い研究テーマであったため、我々の総論研究が二年間も遅れることとなりました。本日、お配りした研究紀要が不十分なのもそのためです。

　しかし、評価研究における最大の成果は、学習指導要領の価値に気付いたことです。これは、評価規準や採点基準に確信を得るために、目標を読み返す作業を行っている時でした。

　学習指導要領は、実にシンプルな構造になっており、極めて高い基準性をもっていることを再確認することができました。例えば、学習指導要領は、「目標」「内容」「活用する社会的事象」とから構成されています。これを解読し、理解しさえすれば、指導における学校間格差を解消することができます。このことは、学力と評価部会だけでなく、他の部会の研究にも大きな影響を与えました。

　学力と評価部会では、指導と評価の一体化について提案します。このように言うと、何の新鮮さも感じられないかも知れません。

　主に、「学力を伸ばす評価」「記録に残す評価」の二つの評価の機能、目標概念による評価方法の確立、エピソードによる評価などについて、ご提案します。特に、「記録に残す評価」は、学習指導要領に完全に準拠し、なおかつ、評価の実務をシンプルにするための提案です。

「伸ばす評価」においては、目標の準拠した評価から離れた教室における教師と生徒の本来の関係について提案します。評価とは，本来，子どもの学力を伸ばすことを目指して行われるものです。したがって，最終的に，子どもの次なる学びへとつなげていくことができる，発展性のあるものでなければなりません。

この図をご覧ください。

　この図のように，「記録に残す評価」は学習指導要領の分析から，評定を決定し，その結果を子どもに伝えるまでの流れの中で行う評価です。

　一方で，「学力を伸ばす評価」は，授業場面で行う評価です。子どもと接する場面で、教師は，50分という時間のすべてを活用して子どもを伸ばすことができなければなりません。優秀な教師は，板書や発言だけでなく，視線，表情，間などの全てを駆使しながら，子どもたちの学力を伸ばそうとします。本来の評価とは，このようなものです。

　おそらく、本日お集まりの先生方の興味や関心は、授業に向けられていると思います。

　授業構成部会では、学習指導要領の分析、社会的事象の分析、生徒の分析、これら三位一体の分析の基に、どのように授業を構想するかをご提案します。

　授業とは、単に教師の経験や勘だけで構想するべきものではありません。「目標に準拠した評価」を実施し、全国的に学力の底上げを図っていくためには、学習指導要領の分析をすることは不可欠です。

　この部会では、さらに、いくつかの提案をします。その一つは、授業の構造図です。

　我々は、よい授業の構造は一つであるという立場に立っています。授業は、教師によって「ちがうもの」、「ちがってよいもの」という考え方がありますが、それらは必ずこの構造を多少アレンジしているに過ぎません。

　そもそも授業とは、集団思考の「拡散」と「集中」によって形成されます。社会科に限らず，授業とは，「教師が教えたいもの」を「子どもが学びたいもの」に変換する営みです。この営みを子どもたちの集団思考を通して、表現していくのが授業です。学力向上にばかり、注意が向くと、我々教師自身ですら、集団を対象にしていることを忘れてしまいがちです。

　新しい学力観以降、この授業の文化が日本の教室から消えつつあります。まず、その典型的な例が、発問文化の後退です。新しい学力観は、それまでの解説型中心の日本の授業の閉塞状態を打開することを目的として、提案されました。しかし、あまりにも活動中心の授業構想を進めたがために、社会的事象の微妙な特性に触れさせることなく、終わってしまう授業が増えたことは事実です。

　新聞をつくらせても、お芝居をさせてもよいのですが、それだけで、学習指導要領がめざした目標を達成することはできません。子どもたちの学力を向上させるために、発問文化を復活させることは、非常に重要なことです。

　また、授業は、まるで生き物のように形を変えます。今日行った授業と全く同じ授業を行うことは二度とできません。我々は、これを授業の「流動性」と「固定性」という表現で、説明しようとしています。　

　一つの発問で、複数のねらいを実現したり、問いを変えても、最終的に一つの内容を理解させたりといった、テクニックについても御説明します。しかし、この部会では、あくまでも授業の基礎・基本に戻ることをめざしました。

　基礎・基本と言えば、この基調提案を終えるにあたって、我々の研究の出発点について御説明しなければなりません。

　我々の研究は、「社会的事象とは何か」を問うことから始めました。社会的事象を多面的・多角的に考察する教科であると理解していても、授業中に、この「面」や「角」の話題を出すことはほとんどないまま、教科書の解説に終始したり、「おもしろ活動」に取り組ませたりしているのが現状ではないでしょうか。

　そこで、我々は、社会的事象をとらえるための視点として、次の五つの側面を設定しました。

  それは、「存在」、「構造」、「関係」、「変化、」「広がり」の五つの側面です。
　「存在」とは、社会的事象の意義や影響として理解される側面です。社会科の授業では、目標やねらいとなるものです。価値的知識の中でも、最もレベルの高いものとなります。

　授業の後半や終末部で扱うことが多い側面ですが、逆に忘れられがちな内容ということもできます。

　「関係」とは、社会的事象の関係に対する関する側面です。社会的事象は、必ず他の事象と関係をもちながら成立しています。そもそも社会的事象は、何らかの事象と結びつきながら成立しています。社会科の授業で、最も多く扱われる内容です。

　「構造」とは、関連する事象の関係を整理した認識の総体を言います。社会的事象は、必ず何らかの構造の中に位置づきますし、その内面の中に何らかの構造を内包しています。

　「変化」とは、社会的事象の特色や構造の変化の理解としての側面を言います。事象は、時間の経過にともなって絶えず、その姿を変化させます。

　「広がり」とは、社会的事象がもつ時間的、空間的な広がりに関する理解としての側面を言います。社会的事象は、必ず時間的・空間的な幅をもって成立しています。様々な要因がからみ合い、広がりを見せます。

　この五つの側面は、社会的事象を分析するための視点であると同時に、考察するための視点とも言えます。この五つの側面は、教材研究をする際の一つの尺度にもすることもできます。

　国語や道徳では、資料分析の様式はありますが、社会科にはありませんでした。

　また、この分析から、子どもたちに、事象を理解させるための発問を洗い出すことができます。研究紀要や大会要項にこれら五つの側面と発問の関係を示した表が、いくつか提案してあります。

　この五つの側面を特定してから、授業の構想がさらに容易となったという実感があります。今、社会科に限らず、全ての教科で「新しい学力観」からの脱却が試みられていますが、活動中心の授業は否定しても、自分の教科で大切な学習内容は何かと考えた時、はたと止まってしまうのが現状です。

　以上、これまでの我々の研究の一端をご紹介しました。少しずつではありますが、その成果が生まれつつあります。

　例えば、県内のある学校では、授業の構造図に沿った授業展開を、社会科だけでなく、全教科で行うことによって、学習障害のある生徒の授業前半部における集中力が高まったという成果が見られました。

　また、ある学校では、学び方に関する知識を生徒が日常的に、口にしながら、学習を続けています。

　我々教師は、子どもたちの実力を信じなければなりません。必ずできる、できるようにするという信念をもって努力を続けていくことによって、学力の向上は実現できます。

　我々が提案します「山口プラン」は、決して、単なる学習内容やおもしろ活動のアイデアではないことをおわかりいただけたと思います。「山口プラン」は、志とノウハウを共有する教師のネットワークといった方が、正確なのかも知れません。

　本日、この研究大会にお集まりいただいた先生方に、研究の仲間としてご参加いただければ、幸いです。

　ご静聴ありがとうございました。
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